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指定の通知書の一部抜粋

(1)平成22年 2月 3日 に開催された「第6回がん診療連携

拠点病院の指定に関する検討会」における意見を踏まえ、三

重県立総合医療センターにおいては、相談機能について整

理を行い、その結果について平成22年 10月 31日までに書

面により厚生労働省あて報告すること。

(2)なお、「第7回がん診療連携拠点病院の指定に関する

検討会」において、(1)ついて委員から説明を求められた際

には、都道府県から報告がなされるようお願いする。
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二重県 平成 22年 4月 1日現在の指定状況と患者受療動

①二重県立総合医療センター
(平成22年 4月 1日 )

②鈴鹿中央総合病院
(平成22年 4月 1日 )

③二重大学医学部附属病院★
(平成22年4月 1日 )

④二重中央医療センタニ

(平成22年4月 1日 )
⑤松阪中央総合病院|

(平成22年 4月 1日 )
⑥山田赤十字病院
(平成22年 4月 1日 )

唾 1載卍彗⊇職謬皐襲乳繁聾鳥巣累棄肝L腰驚:I事鷹露昴醤贔賓提出
の数値※申請区分は資料3の作成要領を参照のこと  米キ

2

てください。 ※1については、H21年度は6ん 7月 、H22年度は
4～ 7月の実績となる。 ※2については、ESD+ERRの合計数を記戯すること。

胃がん手術  大腸がん手術 肝臓がんみ∫
年

lliil薬焔昴騎′
べ

:I[

外
射
体
照
癌
術
乳
手

ジ
波
灼
法

ラ
オ
焼
療

腹
術
開
手

岨
鰐
術

雌
研
術

朧
諦

皿
土
幽
潔

雌
椰
諦

腋
捕

離
椰
諦

舶
補

北勢保健医療圏に住むがん患者は、
通院圏域等に応じて、①または②
の病院を受診する。

中勢・伊賀保健医療圏

東紀州保健医療圏

(空自の医療圏 )

東紀州保健医療圏に住むがん

患者は、南勢志摩保健医療圏
へ受診するため、主に⑤の病
院でカバーする。



夢
重県 平成 23年度の指定推薦等状況と想定される患者受

①二重県立総合医療センター (現況)
②鈴鹿中央総合病院(現況)
③二重大学医学部附属病院★ (現況)
④二重中央医療センター (現況)
⑤松阪中央総合病院 (現況)
⑥山田赤十字病院 (現況)

中勢・伊賀保健医療圏

南勢志摩保健医療圏

東紀州保健医療圏
(空自の医療圏)

北勢保健医療圏に住むがん患者は、
通院田域等に応じて、①または②
の病院を受診する。

東紀州保健医療圏に住むがん
患者は、南勢志摩保健医療圏
へ受診するため、主に⑤の病
院でカバーする。

二重県における指定状況について

○がん医療水準の均てん化の推進に向けて、今年度から新たに 1病院が指定を受け、 6カ所のがん診療連携拠点病院
による医療提供体制が整ったところである。

○新たに追加指定を受けたことにより、県内でもがんによる死亡率が高く、二重県人口の45%が住まう北勢保
健医療日のがん診療を充実 。強化に向けた取組を進め、二重県がん対策戦略プランに掲げる2つの目標に向け
た取組を加速させているところ。

目標 1: 75歳未満の年齢調整死亡率を国平均値よりも10%以上減少させる
日標2: すべてのがん患者およびその家族の苦痛の軽減並びに療養生活の質の向上

○新たにがん診療連携拠点病院が指定されたことから、「二重県がん対策戦略プランJの数値目標の追加及び
見直しを図り、取組を強化している。

→

主 な 項 目 旧日標 新目標

見
直
し
た
項
目

数
値
目
標
を

すべてのがん診療連携拠点病院において
。地域理機クリティカルバスの整備
・日本放射線腫瘍学会認定医、日本臨床腫瘍学会がん薬物療法医を配置
。日本看護協会が認定する専門看霞師、認定看護師を配置
・緩和ケア外来の実施、医師に対する緩和ケア研修の実施

5病院 6病院

追 し項
加 た日

拠点病院における外来化学療法室の病床数を増加 な し 120床

すべての拠点病院においてコメディカルに対する組和ケア研修を実施 な し 6病院

-104-



マ 県内における切れ日のないがん診療連携体制の充実に向けて
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O二重医療安心ネットの運用
・複数の医療機関にまたがる診療記録 (受診
歴、注射・処方・検査・`画像検査など)を一
連の病歴として、時系列で共有するための医
療連携システム (二重医療安心ネット)を整
備。
・県内全域における医療情報の共有及び地域
連携クリティカルバスの円滑な運用を目指す。

・病院、診療所、調剤薬局、訪間看護ステー
ション、特別養護老人ホーム、老人保健施設
(約2,200施設)について、受け入れ状況等に
係るデータベースを構築。
・地域連携クリティカルパスの円滑な運用に
活用している。

拠点病院を中心として情報開示病院数の拡充及び、情報開示病院の診 :

療情報を聞覧する医療機関数(現在30機関)の拡充に向けた取組を進 :

<情報開示病院(平成23年 1月現在)>
①鈴鹿中央総合病院(地域)
②二重大学医学部附属病院(県拠点)
③二重中央医療センター (地域)
④済生会松阪総合病院
⑤松阪中央総合病院(地域)
⑥紀南病院
※下線はがん診療連携拠点病院

IM・
・
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○平成22年 3月までの相談体制
がん相談者 → 地域連携室 → がん相談支援センター ・……

(がんサポート室)

こ
窓口の統合

0平成22年 4月 以降の相談体制        ,
④がん相談者 ‐ 力くん相談支援センター(がんサポート室)・・・・・

相談体制の見直しによる効果

・相談体制の変更の結果、がん相談に関する件数は、平成21年6～ 7月・4件から平成22年6γ 7月・81件に
改善された。

二重県立総合医療センター相談体制の見直しについて

平成22年 2月 3日に開催された「第6回がん診療連携拠点病院の指定に関する検討会Jにおいてご
指摘をいただいた二重県立総合医療センターの相談体制について見直しを行つた結果を報告します。

・地域連携室ががん相談者の窓口となり、社会保
障や退院調整等の相談を受けていたが、相談件数
にカウントすることができなかった。
・がん相談支援センターではCNSが相談を受けて
いたため、専門的な相談に限られていた。

。がん相談者からの相談をがん相談支援センター
に一本化することにより、がん相談すべてを報告す
ることが可能となった。

Cクリニック
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資料51

第 6回がん診療連携拠点病院の指定に関する検討会概要

ぽ雀爾畠l讐ピ1憚」
0〕

都道府県から推薦のあつた病院のうち、新規推薦 15病院、県拠点と地域拠点の入替
4病院、指定更新319病院、現況報告による指定継続 37病院について、がん診療連
携拠点病院の指定が適当とされた。

平成22年 4月 1日現在の拠点病院数
都道府県拠点
地域拠点

国立力tん研究センター中央病院及び東病院

377病 院

【条件付き指定】

22.静岡県|
磐田市立総合病院をがん診療連携拠点病院として新規に指定することとしたが、今般、西
部医療日において指定更新した、

① 社会福祉法人聖隷福祉事業団総合病院 聖隷三方原病院
② 社会福祉法人聖隷福祉事業団総合病院 _聖隷浜松病院
③ 県西部浜松医療センター
④ 浜松医科大学医学部附属病院
の4医療機関については、3医療機関に整理する等、同一医療日内に複数指定されている現
状を踏まえてその対応について十分に検討し、その結果について報告すること。

順天堂大学医学部附属順天堂医院及び、昭和大学病院をがん診療連携拠点病院として新規
に指定することとしたが、東京都全体として単に人口が多いということだけでなく、がん患
者の通院日域、がん診療連携拠点病院間の機能的役割分担、隣接する医療日との関係等につ
いて整理し、その結果について報告すること。                   ~
卜5.新潟劇
済生会新潟第二病院をがん診療連携拠点病院として新規に指定することとしたが、今般、
新潟医療日において指定更新した、

① 新潟県立がんセンター
② 新潟市民病院          ′

③ 新潟大学医歯学総合病院
の3医療機関については、同一医療圏内に複数指定されている現状を踏まえて、済生会新潟
第二病院との関係及び必要性について整理し、その結果について報告すること。

24.二重劇    _
三二県立総合医療センターにおいては、相談機能について整理を行い、その結果について
報告すること。

H.大分劇
大分市医師会立アルメイダ病院においては、がん診療連携拠点病院として新規に指定する
こととしたが、相談支援センターにおける相談件数についての実績の推移や活動内容を評価
し、数値日標等を用い検証を行うとともに、緩和ケア病棟の設置予定を可能な限り早めるこ
ととし、その設置スケジュールの見直し結果について、報告すること。

がん診療連携拠点病院についての集中審議

開催状況について
※がん診療連携拠点病院のあり方ゃ今後の課題等については、がん対策推進協議会において

検討しているところ

16回がん対策推進協議

平成22年 12月 10日 (金)13:30～15:30三田共川会議所3皓大会議室

議題 :がん診療連携拠点病院についての集中審議 (1回日)

資料 :http:〃帥 .mhlw.gO.jp/stノ shnj/2r9852000000yi2r.itml

Oがん診療連携拠点病院のあり方 (役割。要件等)について

○がん診療連携拠点病院の機能

○がん診療連携拠点病院の評価

○がん診療連携拠点病院に対する財政措置

17回がん対策推進協

平成23年 1月 28H(金)9180～ 12:30全国都市会館31砦第1会議室

議題 :がん診療連携拠点病院についての集中審議 (2回 日)

資料 :http://― .mhlw.go."/stf/Shingi/2r9852000001lb2n.html

Oがん診療連携拠点病院に関するプレゼンテーション

:宇津宮参考人、佐々木参考人、山口参考人

○がん診療連携拠点病院の役割等について(案 )

51病院
324病 院
2嘉踪
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がん診療連携拠点病院のあゆみ
総
合
戦
略

対
が
ん
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年

平成13年8月

平成14年3月

平成17年4月

平成17年5月

平成17年 7月

平成18年2月

)平成18年4月

)平成18年 6月
)平成18年 10月
〉平成19年4月

)平成19年6月
〉平成20年3月

地域がん診療拠点病院の整備に関する指針

地域がん診療拠点病院の指定開始(5施設)
～平成17年 1月 時点で135施設指定

がん医療水準均てん化の推進に関する検討会

がん対策推進本部 設置 (厚生労働省)

地域がん診療拠点病院のあり方に関する検討会

がん診療連携拠点病院の整備について(旧指針 )
～平成2o年 2月 時点で351施設指定

がん対策推進室  設置 (厚生労働省健康局)
がん対策基本法 成立

がん対策情報センター開設
がん対策基本法 施行

がん対策推進協議会 設置

がん対策推進基本計画 策定(閣議決定)

がん診療連携拠点病院の整備について(新指針)

昭和59年
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がん対策推進基本計画の概要 (平成19年6月閣議決定)

―
ヽ
―



!

:



―
一
‐



健 発 第 0301001号
平 成 20年 3月 1日

各都道府県知事 殿

厚生労働省健康局長

がん診療連携拠点病院の整備について

我が国のがん対策については、がん対策基本法 (平成 18年法律第 98号 )及び
同法の規定に基づく「がん対策推進基本計画」 (平成 19年 6月 15日 閣議決定。
以下「基本計画」という。)により、総合的かつ計画的に推進しているところであ
る。

がん診療連携拠点病院については、全国どこでも質の高いがん医療を提供するこ

とができるよう、がん医療の均てん化を戦略目標とする「第 3次対がん 10か年総
合戦略」等に基づき、その整備を進めてきたところであるが、基本計画において、

更なる機能強化に向けた検討を進めていく等とされていることから、「がん診療連

携拠点病院の指定に関する検討会」を開催し、指定要件の見直し等にういて検討を

進めてきたところである。

今般、この検討会からの提言を踏まえ、「がん診療連携拠点病院の整備に関する

指針」 (以下「指針」という:)を別添のとおり定めたので通知する。
ついては、各都道府県におかれては、指針の内容を十分了知の上、がん患者がそ

の居住する地域にかかわらず等しくそのがんの状態に応じた適切ながん医療を受け

ることができるよう、がん診療連携拠点病院の推薦につき特段の配慮をお願ぃする。

また、指針に規定する「新規指定推薦書」等については、別途通知するので留意

されたい。

おって、「がん診療連携拠点病院の整備について」 (平成 18年 2月 1日 付け健
発第0201004号厚生労働省健康局長通知)は、平成 20年 3月 31日 限り廃止する。

-1-
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がん診療連携拠点病院の整備 に関す る指針

(健発第 0301001号 平成 20年 3月 1日 厚生労働省健康局長通知 )

(平成 22年 3月 31日 一部改正 )

I がん診療連携拠点病院の指定について
1 がん診療連携拠点病院 (都道府県がん診療連携拠点病院及び地域がん診療連
携拠点病院をい う。以下同 じ。)は、都道府県知事が 2を踏まえて推薦する医
療機関について、第二者によって構成 される検討会の意見を踏まえ、厚生労働

大臣が適当と認めるものを指定するもの とする。

2 都道府県は、専門的ながん医療の提供等を行 う医療機関の整備を図るととも
に、当該都道府県におけるがん診療の連携協力体制の整備を図るほか、がん患

者に対する相談支援及び情報提供を行 うため、都道府県がん診療連携拠点病院

にあつては、都道府県に 1カ 所、地域がん診療連携拠点病院にあっては、 2次

医療圏 (都道府県がん診療連携拠点病院が整備 されている 2次医療圏を除く。

に 1カ所整備す るもの とす る。ただ し、当該都道府県におけるがん診療の質の

向上及びがん診療の連携協力体制の整備がよリー層図 られることが明確である

場合には、この限 りでない ものとする。なお、この場合には、がん対策基本法

(平成 1'8年法律第 98号 )第 11条第 1項に規定する都道府県がん対策推進
計画 との整合性 にも留意すること。

3 独立行政法人国立がん研究センターは、 (以下 「国立がん研究センター」と
い う。)我が国のがん対策の中核的機関として、他のがん診療連携拠点病院ヘ

の診療に関す る支援及びがん医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医師

その他の医療従事者の育成や情報発信等の役割を担 うとともに、我が国全体の

がん医療の向上を牽引 していくこととし、国立がん研究センターの中央病院及

び東病院について、第二者によつて構成 され る検討会の意見を踏まえ、厚生労

働大臣が適当と認 める場合に、がん診療連携拠点病院 として指定するものとす

る。

4 厚生労働大臣は、がん診療連携拠点病院が指定要件を欠 くに至ったと認める
ときは、その指定を取 り消すことができるものとする。

Ⅱ 地域がん診療連携拠点病院の指定要件について
1 診療体制
(1)診療機能
① 集学的治療の提供体制及び標準的治療等の提供
ア 我が国に多いがん (肺がん、胃がん、肝がん、大腸がん及び乳がんを
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い う。以下同 じ。)及びその他各医療機関が専門とす るがんについて、
手術、放射線療法及び化学療法を効果的に組み合わせた集学的治療及び

緩和ケア (以下 「集学的治療等」 とい う。)を提供す る体制を有すると

ともに、各学会の診療ガイ ドラインに準ずる標準的治療 (以下 「標準的

治療」 とい う。)等がん患者 の状態に応 じた適切な治療を提供すること。
イ 我が国に多いがんについて、クリティカルパス (検査及び治療等を含
めた詳細な診療計画表をい う。)を整備すること。
ウ がん患者の病態に応 じたより適切ながん医療を提供できるよう、キャ
ンサーボー ド (手術、放射線療法及び化学療法に携わる専門的な知識及

び技能を有する医師その他の専門を異にする医師等によるがん患者の症

状、状態及び治療方針等を意見交換・共有 。検討・確認等するためのカ

ンファレンスをい う。以下同 じ。)を設置 し、定期的に開催すること。
② 化学療法の提供体制
ア 急変時等の緊急時に (3)の②のイに規定する外来化学療法室におい
て化学療法を提供する当該がん患者が入院できる体制を確保すること。

イ 化学療法のレジメン (治療内容をいう。)を審査し、組織的に管理す
る委員会を設置すること。なお、当該委員会は、必要に応じて、キャン

サーボー ドと連携協力すること。

③ 緩和ケアの提供体制
ア  (2)の ①のウに規定する医師及び (2)の②のウに規定する看護師
等を構成員とする緩和ケアチームを整備し、当該緩和ケアチームを組織

上明確に位置付けるとともに、がん患者に対し適切な緩和ケアを提供す

ること。

イ 外来において専門的な緩和ケアを提供できる体制を整備すること。
ウ アに規定する緩和ケアチーム並びに必要に応じて主治医及び看護師等
が参加する症状緩和に係るカンファレンスを週 1回程度開催すること。
工 院内の見やすい場所にアに規定する緩和ケアチームによる診察が受け
られる旨の掲示をするなど、がん患者に対し必要な情報提供を行うこと。

オ かかりつけ医の協力・連携を得て、主治医及び看護師がアに規定する
緩和ケアチームと共に、退院後の居宅における緩和ケアに関する療養上

必要な説明及び指導を行うこと。

力 緩和ケアに関する要請及び相談に関する受付窓口を設けるなど、地域
の医療機関及び在宅療養支援診療所等との連携協力体制を整備すること。

④ 病病連携・病診連携の協力体制
ア 地域の医療機関から紹介されたがん患者の受入れを行うこと。また、
がん患者の状態に応じ、地域の医療機関へがん患者の紹介を行うこと。

イ 病理診断又は画像診断に関する依頼、手術、放射線療法又は化学療法
に関する相談など、地域の医療機関の医師と相互に診断及び治療に関す
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る連携協力体制を整備すること。

ウ 我が国に多いがんについて、地域連携 クリティカルパス (がん診療連
携拠点病院 と地域の医療機関等が作成す る診療役割分担表、共同診療計

画表及び患者用診療計画表から構成 され るがん患者に対する診療の全体

像を体系化 した表をい う。以下同じ。)を整備すること。
エ  ウに規定する地域連携 クリティカルパスを活用するなど、地域の医療
機関等 と協力 し、必要に応 じて、退院時に当該がん患者に関す る共同

の診療計画の作成等を行 うこと。                  ・

⑤ セカン ドオ ピニオンの提示体制
我が国に多いがんについて、手術、放射線療法又は化学療法に携わる専

門的な知識及び技能を有する医師によるセカン ドオピニオン (診断及び治

療法について、主治医以外の第二者の医師が提示する医療上め意見をい う。

以下同じ。)を提示する体制を有すること。
(2)診療従事者
① 専門的な知識及び技能を有する医師の配置
ア 専任 (当 該療法の実施を専 ら担当 していることをい う。この場合にお
いて、 「専 ら担当 している」とは、担当者 となっていればよいものとし、

その他診療 を兼任 していても差 し支えないものとする。ただ し、その就

業時間の少なくとも 5割以上、当該療法に従事 している必要があるもの

とす る。以下同 じ。)の放射線療法に携わる専門的な知識及び技能を有

す る医師を 1人以上配置すること。なお、当該医師については、原則 と

して常勤であること。また、専従 (当該療法の実施 日において、当該療

法に専 ら従事 していることをい う。 この場合において、 「専 ら従事 して

いる」 とは、その就業時間の少なくとも 8割以上、当該療法に従事 して

いることをい う。以下同じ。)であることが望ましい。
イ 専任の化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する医師を 1人以
上配置すること。なお、当該医師については、原則 として常勤であるこ

と。また、専従であることが望ましい。

ウ  (1)の ③のアに規定する緩和ケアチームに、専任の身体症状の緩和
に携わる専門的な知識及び技能を有す る医師を 1人以上配置す ること。

なお、当該医師については、原則 として常勤であること。また、専従で

あることが望ま しい。

(1)の③のアに規定する緩和ケアチームに、精神症状の緩和に携わ
る専門的な知識及び技能を有する医師を 1人以上配置すること。なお、

当該医師については、専任であることが望ましい。また、常勤であるこ

とが望ましい。

工 専従の病理診断に携わる医師を 1人以上配置すること。なお、当該医
師については、原則として常勤であること。
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② 専門的な知識及び技能を有するコメディカルスタッフの配置
ア 専従の放射線治療に携わる常勤の診療放射線技師を 1人以上配置する
こと。

専任の放射線治療における機器の精度管理、照射計画の検証、照射計

画補助作業等に携わる常勤の技術者等を 1人以上配置すること。

イ 専任の化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の薬剤師
を 1人以上配置すること。

(3)の②のイに規定する外来化学療法室に、専任の化学療法に携わる

専門的な知識及び技能を有する常勤の看護師を 1人以上配置すること。

なお、当該看護師については、専従であることが望ましい。

ウ (1)の ③のアに規定する緩和ケアチームに、専従の緩和ケアに携わ
る専門的な知識及び技能を有する常勤の看護師を 1人以上配置すること。

(1)の③のアに規定する緩和ケアチームに協力する薬剤師及び医療
心理に携わる者をそれぞれ 1人以上配置することが望ましい。
工 細胞診断に係る業務に携わる者を 1人以上配置することが望ましい。
③ その他

′

ア がん患者の状態に応じたより適切ながん医療を提供できるよう、各診
療科の医師における情報交換・連携を恒常的に推進する観点から、各診

療科を包含する居室等を設置することが望ましい。

イ 地域がん診療連携拠点病院の長は、当該拠点病院においてがん医療に
携わる専門的な知識及び技能を有する医師の専門性及び活動実績等を定

期的に評価し、当該医師がその専門性を十分に発揮できる体制を整備す

ること。なお、当該評価に当たっては、手術・放射線療法・化学療法の

治療件数 (放射線療法・化学療法については、入院・外来ごとに評価す

ることが望ましい。)、 紹介されたがん患者数その他診療連携の実績、

論文の発表実績、研修会 。日常診療等を通じた指導実績、研修会 :学会

等への参加実績等を参考とすること。

(3)医療施設
① 年間入院がん患者数
年間入院がん患者数 (1年間に入院したがん患者の延べ人数をいう。 )

が 1200人 以上であることが望ましい。
② 専門的ながん医療を提供するための治療機器及び治療室等の設置
ア 放射線治療に関する機器を設置すること。ただし、当該機器は、リニ
アックなど、体外照射を行うための機器であること。

イ 外来化学療法室を設置すること。
ウ 集中治療室を設置することが望ましい。            ‐

工 白血病を専門とする分野に掲げる場合は、無菌病室を設置すること。
オ がん患者及びその家族が,いの悩みや体験等を語 り合うための場を設け
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ることが望ま しい。

③ 敷地内禁煙等
敷地内禁煙の実施等のたばこ対策に積極的に取 り組むこと。

2 研修の実施体制
(1)原貝Jと して、別途定める「プログラム」に準拠 した当該 2次医療圏におい
てがん医療に携わる医師を対象 とした緩和ケアに関する研修を毎年定期的に

実施す ること。                    ・

(2)(1)の ほか、原則 として、当該 2次医療圏においてがん医療に携わる医
師等を対象 とした早期診断及び緩和ケア等に関する研修 を実施すること。な

お、当該研修については、実地での研修を行 うなど、その内容を工夫するよ

うに努めること。

(3)診療連携 を行つている地域の医療機関等の医療従事者 も参加する合同のカ
ンファレンスを毎年定期的に開催す ること。        ,
3 情報の収集提供体制
(1)相 談支援センター

①及び②に掲げる相談支援 を行 う機能を有する部門 (以 下 「相談支援セン

ター」 とい う。なお、相談支援センター以外の名称を用いて も差 し支えない

が、その場合には、がん医療に関する相談支援を行 うことが分かる名称を用

いることが望ま しい。)を設置 し、当該部門において、アか らキまでに掲げ

る業務 を行 うこと。なお、院内の見やすい場所に相談支援センターによる相

談支援 を受けられる旨の掲示をす るなど、相談支援センターについて積極的

に広報す ること。

①  国立がん研究センターによる研修を修了 した専従及び専任の相談支援に
携わる者をそれぞれ 1人以上配置すること。

、 ② 院内及び地域の医療従事者の協力を得て、院内外のがん患者及びその家
族並びに地域の住民及び医療機関等からの相談等に対応する体制を整備す

ること。また、相談支援に関 し十分な経験を有するがん患者団体 との連携

協力体制の構築に積極的に取 り組むこと。

<相談支援センターの業務 >
ア がんの病態、標準的治療法等がん診療及びがんの予防・早期発見等に
関す る一般的な情報の提供

イ 診療機能、入院・外来の待ち時間及び医療従事者の専門とする分野 。

経歴など、地域の医療機関及び医療従事者に関する情報の収集、提供

ウ セカン ドオピニオンの提示が可能な医師の紹介
工 がん患者の療養上の相談
オ 地域の医療機関及び医療従事者等におけるがん医療の連携協力体制の
事例に関する情報の収集、提供
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カ アスベス トによる肺がん及び中皮腫に関する医療相談
キ その他相談支援に関すること

(2)院内がん登録
① 健康局総務課長が定める「標準登録様式」に基づく院内がん登録を実施
すること。

② 国立がん研究センターによる研修を受講した専任の院内がん登録の実務
を担う者を 1人以上配置すること。

③ 毎年、院内がん登録の集計結果等を国立がん研究センターのがん対策情
報センターに情報提供すること。

④ 院内がん登録を活用することにより、当該都道府県が行う地域がん登録
事業に積極的に協力すること。

(3)その他
① 我が国に多いがん以外のがんについて、集学的治療等を提供する体制を
有し、及び標準的治療等を提供している場合は、そのがんの種類等を広報

すること。

② 臨床研究等を行つている場合は、次に掲げる事項を実施すること。
ア 進行中の臨床研究 (治験を除く。以下同じ。)の概要及び過去の臨床
研究の成果を広報すること。

イ 参加中の治験について、その対象であるがんの種類及び薬剤名等を広
報することが望ましい。

Ⅲ 特定機能病院を地域がん診療連携拠点病院として指定する場合の指定要件に
ついて

医療法第 4条の 2(昭和 23年法律第 205号 )に基づ く特定機能病院を地域
がん診療連携拠点病院 として指定する場合には、Ⅱの地域がん診療連携拠点病院

の指定要件に加え、次の要件を満たすこと。

1 組織上明確に位置付けられた複数種類のがんに対 し放射線療法を行 う機能
を有する部門 (以下 「放射線療法部門」 とい う。)及び組織上明確に位置付
~け
られた複数種類のがんに対 し化学療法を行 う機能を有する部門 (以下 「化

学療法部門」とい う。)をそれぞれ設置 し、当該部門の長 として、専任の放
射線療法又は化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の医師を

それぞれ配置すること。なお、当該医師については、専従であることが望ま

しい。

2 当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院等の医師等に対 し、高度のが
ん医療に関する研修を実施することが望ましい。

3 他のがん診療連携拠点病院へ診療支援を行 う医師の派遣に積極的に取 り組
む こと。
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IV 都道府県がん診療連携拠点病院の指定要件について
都道府県がん診療連携拠点病院は、当該都道府県におけるがん診療の質の向上

及びがん診療の連携協力体制の構築に関し中心的な役割を担い、Ⅱの地域がん診

療連携拠点病院の指定要件にカロえ、次の要件を満たすこと。ただし、特定機能病

院を都道府県がん診療連携拠点病院として指定する場合には、Ⅲの特定機能病院

を地域がん診療連携拠点病院として指定する場合の指定要件に加え、次の要件

(1を除く。)を満たすこと。
1 放射線療法部門及び化学療法部門をそれぞれ設置し、当該部門の長として、
専任の放射線療法又は化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤

の医師をそれぞれ配置すること。なお、当該医師については、専従であるこ

とが望ましい。

2 当該都道府県においてがん医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医
師・薬剤師・看護師等を対象とした研修を実施すること。

3 地域がん診療連携拠点病院等に対し、情報提供、症例相談及び診療支援を
行うこと。

4 都道府県がん診療連携協議会を設置し、当該協議会は、次に掲げる事項を
行うこと。

(1)当該都道府県におけるがん診療の連携協力体制及び相談支援の提供体制
その他のがん医療に関する情報交換を行うこと。

(2)当該都道府県内の院内がん登録のデータの分析、評価等を行うこと。
(3)が んの種類ごとに、当該都道府県においてセカンドオピニオンを提示す
る体制を有するがん診療連携拠点病院を含む医療機関の一覧を作成 。共有

し、広報すること。

(4)当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院への診療支援を行う医師の

派遣に係る調整を行うこと。

(5)当 該都道府県におけるがん診療連携拠点病院が作成している地域連携
クリティカルパスの一覧を作成 。共有すること。また、我が国に多いがん

以外のがんについて、地域連携クリティカルパスを整備することが望まし

い 。

(6)Ⅱ の 2の (1)に基づき当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院が
実施す るがん医療に携わる医師を対象 とした緩和ケアに関する研修その

他各種研修に関す る計画を作成すること。

V 国立がん研究センターの中央病院及び東病院の指定要件について
国立がん研究セ ンターの中央病院及び東病院は、Ⅲの特定機能病院を地域がん

診療連携拠点病院 として指定する場合の指定要件を満たすこと。
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Ⅵ  指定 。指定の更新の推薦手続き等、指針の見直 し及び施行期 日について
1 指定の推薦手続等について
(1)都道府県は、 Iの 1に基づ く指定の推薦に当たつては、指定要件を満
た していることを確認の上、推薦意見書を添付 し、毎年 10月 末までに、
別途定める 「新規指定推薦書」を厚生労働大臣に提出すること。また、地

域がん診療連携拠点病院を都道府県がん診療連携拠点病院 として指定の推

薦を し直す場合又は都道府県がん診療連携拠点病院を地域がん診療連携拠

点病院 として指定の推薦をし直す場合 も、同様 とすること。

(2)が ん診療連携拠点病院 (国立がん研究センターの中央病院及び東病院
を除 く。)は、都道府県を経由し、毎年 10月 末までに、別途定める「現
況報告書」を厚生労働大臣に提出すること。

(3)国 立がん研究セ ンターの中央病院及び東病院は、毎年 10月 末まで
に、別途定める 「現況報告書」 を厚生労働大臣に提出す ること。

2 指定の更新の推薦手続等について
(1)Iの 1及び 4の指定は、 4年 ごとにその更新を受けなければ、その期間
の経過によつて、その効力を失 う。

(2)(1)の 更新の推薦があつた場合において、 (1)の期間 (以下「指定
の有効期間」という。)σ満了の日までにその推薦に対する指定の更新が
されないときは、従前の指定は、指定の有効期間の満了後もその指定の更

新がされるまでの間は、なおその効力を有する (Iの 1に規定する第二者

によつて構成される検討会の意見を踏まえ、指定の更新がされないときを

除く。)。

(3)(2)の 場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期
間は、従前の指定の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。

(4)都道府県は、 (1)の更新の推薦に当たつては、指定要件を満たして
いることを確認の上、推薦意見書を添付し、指定の有効期間の満了する日

の前年の 10月 末までに、別途定める「指定更新推薦書」を厚生労働大臣
に提出すること。

(5)Iの 1か ら3及びⅡからVま での規定は、 (1)の指定の更新について
準用する。

3 指針の見直しについて
健康局長は、がん対策基本法第 9条第 8項において準用する同条第 3項の規

定によりがん対策推進基本計画が変更された場合その他の必要があると認める

場合には、この指針を見直すことができるものとする。

4 施行期日
この指針は、平成 20年 4月 1日 から施行する。ただし、Ⅱの 3の (1)の
①及びⅡの 3の (2)の②については、平成 22年 4月 1日 から施行する。ま
た、Ⅱの 1の (1)の④のウについては、平成 24年 4月 1日 から施行する。

11ユ
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がん診療連携拠点病院の整備に関する指針

(定義の抜粋 )

1 我が国に多いがん
肺がん、胃がん、肝がん、大腸がん及び幸Lがんをいう。

2 クリティカルパス

検査及び治療等を含めた詳細な診療計画表をいう。

3 キャンサーボー ド
手術、放射線療法及び化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する医師そ

の他の専門を異にす る医師等によるがん患者の症状、状態及び治療方針等を意見

交換・ 共有・検討・確認等するためのカンファレンスをい う。

4 レジメ
治療内容 をい う。

5 地域連携 クリテ ィカルパス
がん診療連携拠点病院 と地域の医療機関等が作成する診療役割分担表、共同診

療計画表及び患者用診療計画表から構成されるがん患者に対する診療の全体像を

体系化 した表をい う。

6 セカン ドオピニオン
診断及び治療法について、主治医以外の第二者の医師が提示する医療上の意見

をいう。

7 専任
当該療法の実施を専ら担当していることをいう。この場合において、 F専ら担

当している」とは、担当者となっていればよいものとし、その他診療を兼任して

いても差し支えないものとする。ただし、その就業時間の少なくとも 5割以上、

当該療法に従事している必要があるものとする。

8 専従
当該療法の実施日において、当該療法に専ら従事していることをいう。この場

合において、「専ら従事している」とは、その就業時間の少なくとも8割以上、

当該療法に従事していることをいう。

■1ド
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9 年間入院がん患者
1年間に入院 したがん患者の延べ人数をい う。

0 放射線療法部門
組織上明確に位置付けられた複数種類のがんに対し放射線療法を行う機能を有

する部門をいう:

11 化学療法部門
組織上明確に位置付けられた複数種類のがんに対 し化学療法を行 う機能を有す

る部門をい う。
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病床数分布 (都道府県拠点病院、地域拠点病院別)
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新入院がん患者数分布 (都道府県拠点病院、地域拠点病院別)
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新入院がん患者割合分布 (都道府県拠点病院、地域拠点病院別)
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医師数分布 (都道府県拠点病院、地域拠点病院別)
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看護師数分布 (都道府県拠点病院、地域拠点病院別)
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悪性腫瘍手術件数分布 (都道府県拠点病院、地域拠点病院別)
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の手術実績を示す。
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手術実績 【肺がん、手しがん】

【肺がん】 (開胸手術+胸腔鏡下手術)

(都道府県拠点病院、地域拠点病院別)

【乳がん】 (手術)
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０
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０

０
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２

１

１

５

０

凛地域

■都道府県

※手術件数は、平成21年 10月 末に都道府県から厚生労働省に提出されたがん診療連携拠点病院の報告書より引用。平成21年6月 ～7月の手術実績を示す。
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手術実績 【胃がん】

【胃がん】 (開腹手術+腹腔鏡下手術)
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【胃がん】 (EMR‐「ESD)
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0

※手術件数は、平成21年 10月末に都道府県から厚生労働省に提出されたがん診療連携拠点病院の報告書より引用。平成21年 6月～7月の手術実績を示す。

(都道府県拠点病院、地域拠点病院別)
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※ EMR:内視鏡手術(粘膜切除術)
ESD:内視鏡手術(粘膜下層剥離術)



Ｉ
Ｎ
∞
―

手術実績 【大腸がん】 (都道府県拠点病院、地域拠点病院別)

【大腸がん】(開腹手術+腹腔鏡下手術)

【大腸がん】 (内視鏡手術)
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※手術件数は、平成21年 10月 末に都道府県から厚生労働省に提出されたがん診療連携拠点病院の報告書より引用。平成21年 6月十～7月の手術実績を示す。
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手術実績 【肝臓がん】

【肝臓がん】(開腹手術)

(都道府県拠点病院、地域拠点病院別)
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1。0 ■都道府県
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0

【肝臓がん】 (マイクロ波凝固法十ラジオ波焼灼療法)
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放射線治療患者実数分布 (都道府県拠点病院、地域拠点病院別)

※ 放射線治療患者実数は、平成21年 10月 末に都道府県から厚生労働省に提出されたがん診療連携拠点病院の報告書より引用。
平成20年 1月～12月 の間に放射線治療が開始された患者案人数(新患十再患)を示す。
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がんに係る薬物療法 (入院化学療法のべ患者数)分布 (都道府県拠点病院、地域拠点病院別)

※ 入院化学療法のべ患者数は、平成21年 10月末に都道府県から厚生労働省に提出されたがん診療連携拠点病院の報告書より引用。化学療法1レジメンを1人として数える。
内服のみのレジメンは対象外とする。平成21年 6月～7月の実績を示す。
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がんに係る薬物療法(外来化学療法のべ患者数)分布 (都道府県拠点病院、地域拠点病院別)
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※ 外来化学療法のべ患者数は、平成21年 10月 末に都道府県から厚生労働省に提出されたがん診療連携拠点病院の報告書より引用。化学療法1レジメンを1人として数える。

内服のみのレジメンは対象外とする。平成21年 6月～7月の実績を示す。
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緩和ケア外来患者数分布 (都道府県拠点病院、地域拠点病院別)

(※ 8施設 ) (※ 11施設 )

※ 緩和ケア外来患者数は、平成21年 10月 末に都道府県から厚生労働省に提出されたがん診療連携拠点病院の報告書より引用。平成21年 6月～7月の実績を示す。
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緩和ケア病棟の年間新入院患者数分布 (都道府県拠点病院、地域拠点病院別)

※36施設 ) (※68施設 )
1月 ～12月の実績を示

350

病院数〈施

3∞

250

200

鸞地域

1'0 日都道府県

く300 く350

10月 末に



がんに関する相談件数分布 (都道府県拠点病院、地域拠点病院別)
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がん診療連携拠点病院の設備整備状況① (都道府県拠点病院、地域拠点病院別)

【集中治療室】(C要件)                           【集中治療室】

ｒ
一
６
１

※ 整備指針において、「集中治療室Jの設置は必須要件ではな
く「望ましい」要件としている。

【無菌室】

※ 整備指針において、「無菌室」については、白血病を専門とす
る分野に掲げる場合は無菌室を設置することとしている。
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(都道府県拠点病院、地域拠点病院別)
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がん診療連携拠点病院の設備整備状況②

【がん患者及びその家族が語り合うための場の設置】(C要件)

【地域連携クリティカルパスー覧の作成・共有(平成23年¬0月末まで)】 (A要件)

【語りの場】

※ 肇備指針において、「語り合うための場」の設置は必須要件
ではなく「望ましい」要件としている

`

【地域連携クリティカルパスー覧の共有】

※ 整備指針において、「地域連携クリティカルバスの一覧の作
成・共有」については、都道府県拠点病院において平成23年 10
月末までに整備することとしているも
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がん診療連携拠点病院の設備整備状況③ (都

【地域連携パス整備状況・我が国に多いがん】(平成23年 10月 末まで)(A要件)

道府県拠点病院、地域拠点病院別)

【地域連携パス整備・我が国に多いがん】

※ 整備指針において、「我が国に多いがん」とは、肺がん、胃が
ん、肝がん、大腸がん及び早Lがんをいう。

【地域連携パス整備・我が国に多いがん以外のがん】

※ 整備指針において、「地域連携クリティカルバス」について
は、地域拠点及び、都道府県拠点病院において平成23年 10月
末までに整備することとしている。
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【地域連携パス整備状況。我が国に多いがん以外のがん(平成23年 10月末まで)1(A要件)
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がん診療連携拠点病院の設備整備状況 ④

【セカンドオピニオン外来の整備】

編地域

口都道府県

【病期別の5年生存率の把握状況】

(都道府県拠点病院、地域拠点病院別)

、        【セカンドオピニオン外来の整備】

「
い
０
‐

※ 整備指針において、「セカンドオピニオンの提示体制」の整備
は、必須要件として定めており、全ての拠点病院で充足している
が、外来の設置は必須要件ではない。

【病期別の5年生存率の把握状況】

※ 整備指針において:「 5年生存率」については、必須要件では
ない。
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